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～官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）の研究成果を損害保険業務に展開～ 
損害保険データと機械学習を活用した自然災害被害推定システムを開発 

 

 

 

１．概要 

ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社（以下「ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研」という。） 

及び国立研究開発法人防災科学技術研究所（以下「防災科研」という。）は、内閣府の官民研究開

発投資拡大プログラム（PRISM）の「官民データ連携による応急対応促進」において、「早期復旧

に貢献するための詳細な被害想定によるリスクや被害状況の定量化のニーズに基づく研究開発」

を実施しています。 

今般、三井住友海上火災保険株式会社（以下「三井住友海上」という。）と共同で、地震発生時

に早期に被害規模を把握し、被災者への迅速な保険金支払いを可能とするため、地震観測   

データ、高解像度の保険データ及び AI 技術の一つである機械学習を活用した被害関数※（地震の

強さを表す複数の指標と被害の関係式）を用いて、保険金の支払件数や支払額を精度高く    

推定する地震被害推定システムを開発しました。本システムは、三井住友海上において保険金  

支払いの迅速化・効率化などに活用する予定です。 

また、地震以外の自然災害にも対応するために、洪水に関する観測データを使用した洪水  

被害推定システムを開発し、現在、実用化を目指して高度化・自動化に取り組んでいます。 

さらに、今後は防災科研が進める、災害警戒情報を企業の BCP や災害対応の意思決定に    

結びつける防災情報サービスの基盤に係る研究開発と連携して、損害保険会社だけでなく、  

自治体や一般企業向けに災害リスク情報や被害推定情報を提供するシステムに拡張していく 

予定です。 

※通常は、最大加速度、最大速度及び計測震度など単一の指標から被害規模を算定するが、本研究では 

複数の指標を用いて機械学習させることにより、被害予測の精度向上を行う新たな取組を実施している。 

  

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上火災保険株式会社（社長：

舩曵 真一郎）、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社（社長：中村 光身）及び

国立研究開発法人防災科学技術研究所（理事長：林 春男）は、損害保険データと

機械学習を活用し、災害発生時に精度高く被害を推定する自然災害被害推定システム

（地震被害推定システム及び洪水被害推定システム）を開発しました。 



２．主な内容 

（１）地震発生時の高精度な地震被害推定システムの開発 

米国の地震リスク分析用ソフトウェアの提供会社と協働して、防災科研などの研究機関が 

公開している地震観測データを取り込む仕組みを構築しました。 

さらに、2018 年に発生した大阪府北部の地震などを対象に、三井住友海上が提供した膨大な

保険データと、多層パーセプトロンと呼ばれる機械学習アルゴリズムにより、地震と建物の 

揺れの特性を考慮した被害関数を構築することで、保険金の支払件数や支払額を早期に精度 

高く推定するシステムを開発しました。三井住友海上は今年度（2021年度）から保険金支払いの

迅速化・効率化などに活用する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 保険金の支払件数（推定値）のイメージ図     保険金の支払額（推定値）のイメージ図 

 

（２）観測データを使用した洪水被害推定システムの開発 

気象庁の各河川の流量、降雨量に関するデータ及び堤防の破堤情報をリスク評価ソフト  

ウェアに早期に取り込むことで、洪水による保険金の支払額を推定するシステムを開発   

しました。今後は、この推定手法の高度化と自動化を図り、損害規模の早期把握に活用します。

また、このシステムは予測データの取り込みにも応用が可能で、将来の河川流量や降雨量の  

予測データに基づく洪水被害を推定することができます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洪水被害推定システムの処理のイメージ 

※ALERT ファイルとは、ハザードデータと堤防の破堤情報をリスク評価ソフトウェアに入力可能な

形式に変換したファイルのことです。 



３．今後の予定 

現在、自然災害被害推定システムなどの PRISM の研究成果や、ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研

独自の被害予測情報・公開情報などを集約し、損害保険会社や小売業者などの業務に活用する

ための情報共有プラットフォームの開発を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

情報共有プラットフォームのイメージ 

 

本プラットフォームは、防災科研が今後進める防災情報サービスプラットフォームの研究と 

連携し、自治体や一般企業からも自由にアクセスできるよう機能を拡張することで、リスク  

ソリューションツールとして提供していく予定です。 

 

＜参考情報＞ 

■官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）：https://www8.cao.go.jp/cstp/prism/index.html 

2018 年度に内閣府で創設。高い民間研究開発投資誘発効果が見込まれる領域に各府省庁の  

研究開発施策を誘導し、官民の研究開発投資の拡大、財政支出の効率化等を目指すプログラム。 

「自然災害被害推定システム」は、官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）の 

「革新的建設・インフラ維持管理技術/革新的防災・減災技術領域」における 

「長周期地震動・詳細震度分布等解析及び同解析結果に基づく応急対応促進

（https://forr.bosai.go.jp/prism/）」の研究結果を活用して開発したもの。 

 

以 上 


